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序　　　　　文

フィリピン共和国では、「フィリピン 2000」のスローガンを掲げて、産業の育成・工業化の推進

を実施しています。同国の工業化を推進するうえで、標準化活動は国内のみならず国際的な課題

として不可欠なものであるが、同国においては、工業標準化・認証制度（ＰＳマーク制度）の基礎

となる試験技術が不十分でありました。

かかる状況下、フィリピン政府は、同国内における規格の制定及び認証機関である貿易産業省

（ＤＴＩ）製品規格局（ＢＰＳ）において製品試験を担当しているＢＰＳ試験所の試験機能強化を目

的として、我が国に対しプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

これに対し、我が方は、消費者保護を重視したいとのフィリピン側の意向をも勘案し、試験分

野のなかで電気を対象とし、そのうち照明器具・配線器具・電線にターゲットを絞った形で「フィ

リピン工業標準化・電気試験技術（協力期間：93年８月～ 97年８月）」を開始し、97年終了時評価

報告において当初の目標が達成されたことが確認され、日本・フィリピン両国の関係者から高い

評価を得ました。

フィリピン政府としては、上記プロジェクトが電気分野の３製品に特化したものであることか

ら、その成功をもふまえ、広く家庭電器製品の試験検査機能をＢＰＳ試験所に付与することを目

的として、1997年２月、（１）家庭電気製品に対する試験技術の移転、（２）ＥＭＣ（電磁両立性）試

験の技術の移転、（３）標準化・品質管理及び製品認証試験に関する研修の実施の項目におけるプ

ロジェクト方式技術協力を要請してきました。これを受け、我が国は、ＪＩＣＡを通じ、97年６

月～７月に事前調査団を派遣し、要請背景や協力の規模などを調査・協議し、さらに、98年２月

～３月長期調査員を派遣し、技術移転の具体的内容の確認や技術移転に必要な供与機材の選定な

どを行いました。

以上を踏まえ、今回、98年８月～９月に本実施協議調査団を派遣し、双方の責任分担について

確認するとともに、計画管理諸表を作成し、具体的な技術協力の内容やスケジュールについて協

議し、その結果を討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）、ミニッツ（Minutes of

Discussions：Ｍ／Ｄ）に取りまとめ署名・交換を行いました。

本報告書は、同調査団の調査結果をまとめたものです。

ここに、本調査団の派遣に関しご協力頂いた、日本・フィリピン両国の関係各位に対し深甚の

謝意を表すとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。

平成 10年 10月

国際協力事業団

部長　谷　川　和　男
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第１章　実施協議調査団派遣概要

１－１　実施協議調査団派遣の経緯と目的

（1）調査団派遣の経緯

産業の育成・工業化の推進を実施しているフィリピン共和国では、工業標準化・認証制度

（ＰＳマーク制度）の基礎となる試験技術が不十分であった。かかる状況下、フィリピン政府

は、同国内における規格の制定及び認証機関である貿易産業省（ＤＴＩ）製品規格局（ＢＰＳ）

において製品試験を担当しているＢＰＳ試験所の試験機能強化を目的として、我が国に対し

91年、プロジェクト方式技術協力を要請越した。

これに対し、我が方は、消費者保護を重視したいとのフィリピン側の意向をも勘案し、試

験分野のなかで電気を対象とし、そのうち照明器具・配線器具・電線にターゲットを絞った

形で「フィリピン工業標準化・電気試験技術（協力期間：93年８月～ 97年８月）」を実施し、97

年２月の終了時評価報告において当初の目標が 達成されたことが確認され、日本・フィリピ

ン両国の関係者から高い評価を得た。

フィリピン政府としては、上記プロジェクトが電気分野の３製品に特化したものであるこ

とから、その成功をも踏まえ、広く電気・電子製品の試験技術をＢＰＳ試験所に付与するこ

とを目的として、（１）電気・電子製品に対する試験技術の移転、（２）ＥＭＣ（電磁両立性）試

験技術の移転、（３）標準化・品質管理及び製品認証試験に関する研修の実施の項目における

プロジェクト方式技術協力を要請越してきた。

これを受け、我が方は、97年６月～７月に事前調査団を派遣し上記（１）を中心に協力を行

うことを確認し、さらに98年２月～３月に派遣された長期調査員が、協力期間の設定、技術

協力計画、ＰＤＭ（各々案）などの計画管理表の策定、日本・フィリピン双方の投入計画の確

認などを行った。

（2）調査団派遣の目的

今般の実施協議調査団では、上記事前調査及び長期調査の結果を踏まえ、プロジェクト実

施に際しての日本・フィリピン双方の責任分担を再確認するとともに、既に作成済のプロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）、技術協力計画（ＴＣＰ）、暫定実施計画（ＴＳ

Ｉ）、活動計画（ＰＯ）（各々案）について再検討し、また 99年度の年次活動計画（ＡＰＯ）を作

成することにより、具体的な技術協力の内容やスケジュールを確認した。さらに協力開始ま

でに整理すべき懸案・検討事項についても協議し、合意事項を討議議事録（Re c o r d  o f

Discussions：Ｒ／Ｄ）、ミニッツに取りまとめ、署名を行った。
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１－２　主要調査項目

（1）Ｒ／Ｄの内容確認

（2）ＰＤＭの見直し（協力期間開始後６か月後に最終的に確定する。）

（3）計画管理表の確定

ア 技術協力計画（ＴＣＰ）

イ 暫定実施計画（ＴＳＩ）

ウ 活動計画（ＰＯ）

エ 年次活動計画（ＡＰＯ）

（4）98・99年度の日本側投入計画の策定

特に機材供与計画（現地調達実施促進業務の実施を含む）及び 98年度研修員受入れ計画につ

いては詳細な検討を行った。

（5）フィリピン側の投入に関する確認

（6）セミナー及び研修コースの内容、実施方法の確認（プロジェクトの地方展開に関する協議を

含む）

（7）プロジェクトの実施及びモニタリングのためのフォーマットに関する協議

（8）Ａ１、Ａ２、Ａ３、Ａ４フォームのアドヴァンスコピーの取得

１－３　調査団の構成

氏　名 担当業務 所属先

谷川　和男 団長・総括 国際協力事業団　

鉱工業開発協力部　部長

渋谷　　浩 技術協力計画 通商産業省　資源エネルギー庁　公益事業部

電力技術課　電気用品国際業務班長

森井　　茂 電気製品試験 （財）電気安全環境研究所

経営企画本部　調査役

高瀬　　弥 電子製品試験 （財）日本品質保証機構　総合製品安全本部

技術管理部　技術管理課　副主査

勝又　　晋 協力企画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　職員
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１－４　調査日程

日程 曜日 内　　　　容

（団　　長） （技術協力計画） （電気製品試験・電子製品試験・協力企画）

１ ８月24日 月 成田発（JL741）

マニラ着

午後 ＢＰＳ試験所見学、ＢＰＳとの協議

２ ８月25日 火 終日 ＢＰＳとの協議

３ ８月26日 水 成田発（JL741） 午前 ＢＰＳと協議

マニラ着 午後 電気・電子製品業界団体との打合せ

ＪＩＣＡ事務所打合せ、団内打合せ （左に同じ）

４ ８月27日 木 ＮＥＤＡ表敬

ＢＰＳ試験所見学（フィリピン金型技術向上プロジェクト表敬・見学）

ＤＴＩ・ＢＰＳ表敬

協議

ＪＩＣＡ鉱工業開発協力部プロジェクト専門家との意見交換（団長、協力企画）

５ ８月28日 金 終日 Ｒ／Ｄ・ミニッツ案作成、協議

ＢＰＳ主催夕食会

６ ８月29日 土 終日 Ｒ／Ｄ・ミニッツ案 マニラ発 （団長に同じ）

作成、協議 （JL742）

成田着

７ ８月30日 日 資料整理 資料整理

８ ８月31日 月 ＤＴＩ長官表敬 （団長に同じ）

Ｒ／Ｄ、ミニッツ署名

式、記者会見

ＪＩＣＡ事務所報告

調査団主催レセプション

９ ９月１日 火 午前 ソフトウェア開発研修 終日 機材調達・研修員受入れなどに関し、

所プロジェクト訪問 ＪＩＣＡ事務所、ＢＰＳと打合せ

午後 マニラ発　（JL742）

成田着

10 ９月２日 水 （電気製品試験・電子製品試験団員）

マニラ発（JL742）

成田着

（協力企画団員）

マニラ発（TG621）

バンコク着（＝タイ生産性向上プロジェ

クト運営指導チームに参加）
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１－５　主要面談者リスト

（1）フィリピン側

ア 国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）

Christina Santiago ＰＩＳ　（Project Investment Staff）

Lawrence Nelson Guevara ＰＩＳ

Crisanto D. Gamponia ＰＭＳ　（Project Monitoring Staff）

イ 貿易産業省（ＤＴＩ）

Jose T. Pardo 長官

Zenaida Cuison-Maglaya 次官補

ウ ＤＴＩ製品規格局（ＢＰＳ）

Jesus L. Motoomull 局長

Cirila S. Botor 副局長

Gerardo P. Panopio 試験所長

Jerry T. Sayson Test Engineer

（2）日本側

ア 在フィリピン日本大使館

篠田　邦彦 二等書記官

イ ＪＩＣＡフィリピン事務所

後藤　洋 所長

黒柳　俊之 次長

中村　明 所員

中澤　哉 所員
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第２章　調査協議結果

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
I 当該分野の背景
1 電気・電子製品産業
の状況

（1）全体

（2）電気・電子製品試
験技術に対する
ニーズ

II プロジェクト概要
2 プロジェクト名称

3 関係機関
（1）経協窓口

（2）主管官庁

・業界団体からの情報によ
れば、通貨危機の影響
で、98年の電気・電子製
品の販売は、対97年比で
3割から4割程度減少して
いるとのこと｡

・左記に変化なきことを確
認した｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びミニッ
ツに記載した｡

・通貨危機に起因するフィ
リピン政府の財政危機に
伴い、フィリピン財政当
局は98年初以来、予算を
25％削減（節約）するよ
う政府関係機関に通達し
ており、また、政府機関
の輸入品に係る税金（輸
入税・付加価値税）に対
する補助金も98年度予算
では停止している状況で
ある旨確認した｡

・再確認し、ミニッツに記
載した｡

・長期調査の際に市場調査（小売店などの視察）
及び統計分析により、電気・電子製品試験の
ニーズ調査を行った｡

・市場調査では、クバオ市（マニラ都市部）、バ
タンガス市（マニラ郊外約100km）にて小売店、
量販店を調査した｡電気製品試験（IEC335）関
連では電気洗濯機、エアコン、電気炊飯器、
電気こんろ、電気ポット、電気瞬間湯沸かし
器などの展示が目立っていた｡電子製品試験
（IEC65）関連ではカラオケ、大型テレビ、ス
テレオなどの展示が目立った｡

・フィリピンにおける主要電気・電子製品の販
売量（1997年）は、電気製品試験（IEC335）関
連では扇風機（約124万台）、電気洗濯機（約68
万台）、アイロン（約29万台）、エアコン（約19
万台）、電気炊飯器（約18万台）、電子製品試
験（IEC65）関連では、テレビ（約92万台）、ビ
デオ（約34万台）、カラオケ（約29万台）など
となっている｡（Philippine Electrical and
Electronic Appliances Industry Foundation
＝PEEAIF資料）

・電気・電子製品を総合的に試験する第三者機
関は現在フィリピンには存在していない｡

・また、民間で電気試験が実施できる機関も存
在していない｡

長期調査の結果、下記名称とすることで合意し
ている｡
（和） フィリピン共和国電気・電子製品試験

技術協力事業
（英） The Japanese Technical Cooperation

for the Project on Electrical and
Electronics Appliances Testing in
the Republic of the Philippines

国家経済開発庁
（National Economic Development Authority:
NEDA）

貿易工業省製品規格局
（Bureau of Product Standards:BPS, Department
of Trade and Industry）

・可能な範囲で最新の情報
入手・現状把握を行う｡

・左記について現状を確認
し、必要に応じミニッツ
に記載する｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びミニッ
ツに記載する｡

・国家開発計画の中の本プ
ロジェクトの位置づけ、
及び経済危機によるプロ
ジェクトへの影響などに
ついて聴取する｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載する｡
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3 関係機関（続き）
（3）実施機関

（4）プロジェクトサ
イト

4 責任者

（1）総括責任者
（Project Director）

（2）実施責任者
（Project Manager）

5 協力期間

6 プロジェクト内容
（1）国家開発計画等

との整合性

BPS試験所
（BPS Testing Center＝BPSTC）
・BPSの組織のうち、11あるAction Team（AT）の
一つ（AT4A）｡

・1997年には、27件のIEC335に基づく電気製品
試験を実施している｡これはBPS試験所で実施
した電気試験の件数全体の2.7％にあたる｡

BPS試験所
・場所はマニラ首都圏タギッグ町ビクータン
（マニラ中心部より15km）｡
・BPS試験所は、科学技術省 （DOST-Department
of Science and Technology） 金属工業開発
研究センター（MIRDC-Metals Industry
Research and Development Center）の約
1,500m2を賃借している｡

・なお、BPS試験所の移転が計画がされている｡
詳細は下記13（2）を参照｡

フィリピン工業標準化・電気試験技術協力事業
（以下｢フェーズ1｣という｡）と同様に、以下のと
おりであることを長期調査時に確認している｡

BPS局長

BPS試験所長

長期調査での協議の結果、R/Dで合意された日
から4年間とし、以下の項目と併せてミニッツ
に記載している｡
・協力期間開始から3年間を日本人長期専門家
からの技術移転にあて、残りの1年間は移転
した技術の定着を目標とするモニタリング、
及び必要に応じた補完的な技術移転の期間と
定めた｡

・各試験技術の移転期間を以下のとおりとし
た｡
ア　電熱機器 1年6か月
イ　電動力応用機器 1年6か月

ウ　電子機器 1年
・協力期間の開始時期については、R/D署名に
より、研修員受入れ及び機材調達の準備が可
能となること、及び機材調達のスケジュール
についてフィリピン側へ説明したうえで、暫
定実施計画（TSI）で示したとおり、暫定的に
99年1月としている｡

・｢The Philippine National Development Plan
（PLAN 21）｣において、開発目標の土台を築く
ための施策として、工業化の推進があげられ
ている｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載する｡

・左記に変更なきことを再
確認し、ミニッツに記載
する｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びミニッ
ツに記載する｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びミニッ
ツに記載する｡

・左記を再確認し、R/D及
びミニッツに記載する｡

・機材調達のスケジュール
を勘案して、協力期間の
開始日を設定し、R/Dに
記載する｡現時点では99
年3月ないし4月と見込ま
れる｡

・国家開発計画などとの整
合性について、NEDAなど
において再確認する｡

・再確認し、ミニッツに記
載した｡

・変更なきことを確認し、
ミニッツに記載した｡

・変更なきことを確認し、
R/D及びミニッツに記載
した｡

・変更なきことを確認し、
R/D及びミニッツに記載
した｡

・左記を再確認し、R/D及
びミニッツに記載する｡

・99年7月までに据え付け
を完了し、使用可能とな
るべき機材があることを
踏まえ、機材調達のスケ
ジュールを勘案して、99
年4月1日を協力期間の開
始日とした｡

・エストラーダ新政権にお
いても、左記計画が継続
されることを確認した｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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6 プロジェクト内容
（続き）

（2）技術移転分野
ア 電気・電子製品

試験
・以下の製品に関する試験を技術移転の対象と
し、ミニッツに記載した｡なお、日本側が、技
術移転に責任を持つ製品をPriority Itemと
し、Priority Itemの技術移転の進捗具合に
応じ、左記が完了した後、C/Pが専門家の監
督の下で、自ら試験を実施する製品を
Optional Itemとすることとした｡このため、
Optional Itemの実施自体、また、実施する
場合であっても、品目や数については変更も
あり得ることとした｡また、試験の難易度が
低い製品から順次技術移転を実施することと
した｡
ア　電気製品試験（IEC335による試験）
（ア）電熱機器
（Priority Item）
アイロン、炊飯器、コーヒーメーカー、
オーブントースター、トースター、ヘ
アードライヤー、瞬間湯沸かし器
（Optional Item）
電気温水器、投げ込み湯沸かし器

（イ）電動力応用機器
（Priority Item）
扇風機、冷凍冷蔵庫、二漕式洗濯機、
ルームエアコン
（Optional Item）
ミキサー、掃除機（活電ホースなし）、
電子レンジ

イ　電子製品試験（IEC65による試験）
（Priority Item）
ACアダプター（トランスタイプ）
（Optional Item）
ACアダプター（スイッチングタイプ）、ビ
デオ、ラジカセ、テレビ、アンプ、シス
テムコンポ

・なお、電子製品試験については、C/Pの技術
レベルを踏まえ、ACアダプター（トランスタ
イプ）のみを当面Priority Item とすること
とし、協力開始後1年～1年半の間にC/Pの技
術レベルを日本・フィリピン双方で測定した
うえで、詳細を検討することとした｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載する｡

・協力期間開始後6か月を
めどとして、電気製品試
験（ 電 熱 機 器 ）の
Optional Itemの取り扱
いぶりを決定することを
提案し、合意を得、ミ
ニッツに記載する｡

・電気製品試験（電動力応
用機器）のOptional Item
の取り扱いぶりを決定す
る時期については、めど
を今次調査において協議
することとし、結果をミ
ニッツに記載する｡

・左記については、協力期
間開始1年半後をめどに、
電気製品試験の長期専門
家を中心に、日本・フィ
リピン双方でC/Pの技術
レベルを測定し判断する
ことを提案し、フィリピ
ン側と合意のうえミニッ
ツに記載する｡

・再確認し、ミニッツに記
載した｡

・左記を提案のうえ、合意
を得、ミニッツに記載し
た｡

・左記判断に要する時間、
また、左記判断のうえ機
材の調達に要する時間、
及び専門家のリクルート
に要する時間を考慮し、
協力開始1年後をめどに
取り扱いぶりを決定する
こととし、ミニッツに記
載した｡

・電動力応用機器の技術移転
については、フィリピン側
より、特に冷蔵庫、扇風機
などの試験ニーズが高まっ
ている旨説明があり、少し
でも早く技術移転を実施し
て欲しい旨要望があった｡
我が方からは、試験の難易
度が低い製品から順次技術
移転を実施するという原則
を説明したが、フィリピン
側の要望も踏まえ、以下を
満たした場合、専門家のリ
クルートの可能性を前提と
して、電動力応用機器試験
の技術移転開始時期を早め
ることとし、協力期間開始
6か月後をめどにその判断
を行うこととし、ミニッツ
に記載した｡

ア　電熱機器試験の技術
移転が順調に行わ
れていること｡

イ　レベルの高い電動力
応用機器の技術移転
にすすむにあたり十
分な数のC/Pが育成
されていること｡

・上記と同様に、左記判断
に要する時間、また、左
記判断のうえ機材の調達
に要する時間を時間を考
慮し、協力開始1年後を
めどに取り扱いぶりを決
定することとし、ミニッ
ツに記載した｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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6 プロジェクト内容
（続き）
（2）技術移転分野（続

き）
ア 電気・電子製品
試験（続き）

イ 標準化など（試
験所運営）

（3）プロジェクトの
上位目標

（4）プロジェクトの
目標

（5）成果

・校正については、長期調査の際に、基本的に
は所内トレーサビリティ・システムの確立に
限定することとし、フィリピン側への機材面
での応分の負担が実施されることを条件に、
機材供与及び研修員の受入れを通じて協力す
ることとし、ミニッツに記載している｡

・本分野に関しては、日本側の専門家リクルー
トの問題から、協力分野に含めることが困難
となったため、長期調査の際にその旨をフィ
リピン側に説明し、ミニッツに記載した｡

フィリピン国内で流通する電気・電子製品の信
頼性が向上する｡

BPS試験所が電気・電子製品試験に関して適切
な技術サービスを提供できるようになる｡

0 プロジェクト実施のための運営体制が強化さ
れる｡

1 電気・電子製品試験実施のための機材が整備
され、使用、維持・管理される｡

2 カウンターパート（＝C/P）が主要な電気・電
子製品試験を実施できるようになる｡

3 電気・電子製品試験に関するセミナー及び研
修コースが体系的に実施される｡

・左記内容について再確認
し、必要に応じミニッツ
に記載する｡

・左記内容について再確認
し、ミニッツに記載す
る｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びPDMに記
載する｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びPDMに記
載する｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びPDMに記
載する｡

・上記各Optional Itemの取り
扱いぶりの決定は、上記各時
点におけるC/Pの技術レベル
をもとに、日本・フィリピン
双方により判断することと
し、ミニッツに記載した｡ま
た、電子製品試験のOptional
Itemの取り扱いぶりの判断を
支援するため、運営指導チー
ムの派遣を検討する旨併せ
てミニッツに記載した｡

・左記内容について再確認
し、ミニッツに記載し
た｡

・左記内容について再確認
し、ミニッツに記載し
た｡

・本件の協力範囲は、電気・
電子製品の安全試験に限
定されているところ、長
期調査員派遣の際は広報
面での効果などを配慮し、
｢安全｣よりもより広い範
疇を意味する言葉である
｢信頼性｣を高めるとの位
置づけにより、左記を上
位目標としていたが、今
次調査において、フィリ
ピン側より、より協力範
囲に則した上位目標とし
たい旨申し入れがありり、
双方協議の結果、調査団
としても妥当と判断され
るため、以下のとおり修
正し、R/D及びPDMに記載
した｡

｢フィリピン国内で流通
する電気・電子製品の安
全性が向上する｡｣（下線
部が変更点）

・変更なきことを再確認
し、R/D及びPDMに記載し
た｡

・変更なきことを再確認
し、R/D及びPDMに記載し
た｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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6 プロジェクト内容
（続き）

（6）活動

（7）技 術 協 力 計 画
（TCP）、活動計画
（PO）、暫定実施計
画（TSI）、年次活
動計画（APO）

（8）PDM

（9）技術移転の方法

0-1 必要な要員を配置する｡
0-2 活動計画を策定する｡
0-3 予算計画を策定し適切に執行する｡
1-1 施設整備計画を策定し、計画に沿って実行
する｡

1-2 機材仕様書を作成する｡
1-3 業者を入札、選定する｡
1-4 機材を据え付ける｡
1-5 施設と機材を使用、維持・管理する｡
2-1 C/Pの技術力を把握する｡
2-2 技術協力計画を作成する｡
2-3 C/Pに技術移転を実施する｡
2-4 C/Pへの技術移転の結果を評価する｡
3-1 既存のセミナー及び研修コースを見直す｡
3-2 フィリピンの電気・電子製品試験に関する
ニーズにあったセミナー・研修コースの実
施計画を作成する｡

3-3 セミナー・研修コースの教材を準備する｡
3-4 セミナー・研修コースを実施する｡
3-5 セミナー・研修コースを評価する｡

・TCP、PO、TSIについて協議し、暫定案をミニッ
ツに記載した｡

・PCM手法の概要について、改めて説明した｡
・PDMについて協議し、同案をミニッツに記載
した｡

・C/Pの日常業務と技術移転の効率性を踏まえ、
週に最低2～3回、定期的に技術移転を実施す
る時間を設けること、詳細は実施協議調査の
際に確定することを確認した｡

・技術移転の形態としては、ケーススタディ方
式の座学を4割、実技を6割とすることした｡

・さらに、我が方から以下を説明し、フィリピ
ン側の了解を得、ミニッツに記載した｡
ア　技術移転の進捗に従い、C/Pをグループ
分けし、いずれのC/Pも何らかの形で特
定の製品を担当する｡

イ　技術移転の実施効率性を考慮し、各C/P
のレベルに応じて上記アのグループ分け
を行う｡

ウ　座学、実技にはすべてC/Pの参加を可と
する一方、専門家は、各製品の担当C/P
に対する技術移転についてのみ責任を負
うこととする｡

・左記に変更なきことを再
確認し、PDMに記載する｡

・TCP、PO、TSIを要すれば
見直し、結果を、ミニッ
ツに添付する｡

・APOについて協議し、結
果をミニッツに添付す
る｡

・PDM案を見直し、ミニッ
ツに記載する｡

・なお、協力期間開始6か月
後をめどに日本・フィリピ
ン双方で協議のうえ、PDM
を確定することとし、フィ
リピン側の合意を得、ミ
ニッツに記載する｡

・左記について再確認する
と同時により詳細な技術
移転の方法について協議
し、ミニッツに記載する｡

・C/Pの人員数、及びその
技術力に応じた技術移転
の方法について協議し、
必要に応じミニッツに記
載する｡

・変更なきことを再確認
し、PDMに記載した｡

・TCP、PO、TSIを見直し、
結果をミニッツに添付し
た｡

・APOについて協議し、結
果をミニッツに添付し
た｡

・上記6（3）にかかわる部
分以外は、当初案のとお
りPDMを確認し、ミニッ
ツに記載した｡

・左記のとおりフィリピン
側の合意を得、ミニッツ
に記載した｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載した｡

・専門家から同時に多くの
C/Pが実技を受けることに
関しては制約があることか
ら、協力期間開始約3か月
後（アイロン試験の終了時
期）までに、実技を直接専
門家より受けるC/P（Direct
C/P）約6名を専門家との相
談のうえフィリピン側によ
り決定するとともに、講義
には参加するものの実技に
ついては、専門家の支援の
もと、上記Direct C/Pより
技術移転を受けるC / P を
Indirect C/Pとする旨確認
した｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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6 プロジェクト内容
（続き）

（10）技術支援（試験
サービス以外の
技術サービス、プ
ロジェクトの地
方展開を含む）

III 日本側投入

7 専門家派遣
（1）長期専門家

・｢試験サービス以外の技術サービス｣として、
BPS試験所のかかるサービスの実績、及びリー
ジョン・州のDTI Standards Officerの役割に
ついてフィリピン側より聴取したうえで、専
門家からC/Pへ移転された技術がBPS試験所に
とどまらず、外部に普及することが肝要であ
るとの観点から、以下の技術サービスを対象
とすることとする旨、再確認している｡
ア　民間企業へのセミナー・研修コースの実
施本項目の初期段階は、日本人専門家が
セミナー・研修コースを実施し、案件の
進捗に応じて、日本人専門家の指導の
下、C/Pがセミナー・研修コースを実施
する｡

イ　リージョン・州のDTI 標準化担当者への
セミナー・研修コースの実施我が方か
ら、中堅技術者養成対策費のスキームを
説明した｡

・長期調査の際に、以下の分野について派遣す
る旨確認している｡

ア　チーフアドバイザー
イ　業務調整
ウ　電気・電子製品試験

・左記について再確認し、
また、BPSの意向などに
ついても聴取したうえ
で、結果をミニッツに記
載する｡

・中堅技術者養成対策費の
適用に関して、R/Dに記載
する｡また、自立発展性を
考慮し、協力期間の経過
に従い日本側コスト負担
を漸減させるものとし、
併せてR/Dに記載する｡

・中堅技術者養成対策費の適
用に際しては、フィリピン
側より、必要性、対象人員の
数、フィリピン側の予算措
置について適切な説明がな
されることを条件とし、そ
の旨ミニッツに記載する｡

・リージョン・州のDTI 標準
化担当者以外の地方からの
セミナー・研修コース受講
対象者に関してもフィリピ
ン側と意見交換し、必要に
応じてミニッツに記載す
る｡

・左記内容について確認
し、R/D及びミニッツに
記載する｡

・協力期間開始後直ちに、チー
フアドバイザー、業務調整
員、電気製品試験（電熱機器）
の各分野の長期専門家を派
遣することとし、ミニッツに
記載する｡

・正式要請書（A1フォーム）を
R/D署名後直ちに作成し、提
出するようフィリピン側に
依頼し、その旨をミニッツに
記載すると同時に、A1フォー
ムのアドヴァンス・コピーを
取り付ける｡

・協力初年度は、本プロジェク
トの開所式に併せて、要すれ
ば短期専門家を派遣しセミ
ナーを実施するほかは既存
のセミナー・研修コースの見
直し、実施計画の作成、教材
の準備などを行うこととし
た｡他方、協力2年度目以降
は、日本人専門家がセミ
ナー・研修コースを実施し、
さらに案件の進捗に応じ、日
本人専門家の指導の下、C/P
がセミナー・研修コースを実
施する旨確認した｡

・中堅技術者養成対策費の
適用について、協力期間
の経過に従い日本側コス
ト負担を漸減する旨を含
め、R/Dに記載した｡

・左記を確認し、ミニッツ
に記載した｡さらに、協力
初年度に運用する場合に
は、98年末までにフィリ
ピン側から左記説明を要
することをことを説明し、
ミニッツに記載した｡

・左記に関しては、当面
リージョン・州のDTI 標
準化担当者を受講対象者
とすることとし、ミニッ
ツに記載した｡

・日本側投入については、
予算状況に応じて変更が
ある得るものとし、その
旨をミニッツに記載し
た｡

・左記内容について確認
し、R/D及びミニッツに
記載した｡

・左記内容について確認
し、ミニッツに記載し
た｡

・左記内容をミニッツに記
載するとともに、アド
ヴァンス・コピーを取り
付けた｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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7 専門家派遣（続き）
（2）短期専門家 ・短期専門家は、必要に応じ派遣することと

し、ミニッツに記載した｡
・初年度の短期専門家派遣の詳細については、
実施協議調査の際に決定することとした｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びミニッ
ツに記載する｡

・平成11年度の短期専門家
は暫定的に以下の分野で
派遣することとし、ミ
ニッツに記載する｡

ア　材料試験（難燃及び
耐熱性試験）

イ　瞬間湯沸かし器試験
ウ　電気温水器試験
なお、上記ウについて
は、6（2 ）アに示した
Optional Itemにあたる
ことから、派遣に関して
は、技術移転の進捗状況
などに応じて、協力期間
開始後6か月後をめどに
判断することし、ミニッ
ツに記載する｡

・機材据え付けの短期専門
家については、必要に応
じて派遣することとし、
ミニッツに記載する｡

・また、上記各分野の専門家の
リクルートの可能性について
は別途調整が必要である旨
フィリピン側に伝え、理解を
得、ミニッツに記載する｡

・セミナー・研修コース講師の短
期専門家については、フィリピ
ン側の希望について聴取したう
えで、最終的には協力期間開始
後、専門家とフィリピン側の協
議のうえ、決定することとし、
その旨をミニッツに記載する｡

・フィリピン側が専門家派遣
開始の2～3か月前までに正
式要請書を日本政府に提出
する旨ミニッツに記載する｡

・Optional Itemの試験実施に際
して短期専門家の派遣が必要
な場合は、専門家派遣の4～5
か月前までに実施を決定し、
フィリピン側のA1フォームの
準備及び日本国内の手続きに
入ることとし、確認の上ミ
ニッツに記載する｡

・左記に変更なきことを再
確認し、R/D及びミニッ
ツに記載した｡

・平成11年度の短期専門
家、及び暫定的な派遣時
期については、以下のと
おり確認し、ミニッツに
記載した｡
ア 材料試験（協力期間
開始後約4ないし6
か月後）

イ 瞬間湯沸かし器試
験（協力期間開始後
約9ないし11か月後）

ウ 電気温水器試験（協力期
間開始後約11か月後、た
だしOptional Itemであ
るため、派遣の要否につ
いては別途検討する｡）

エ セミナー講師（協力
期間開始後約7から
9か月後）

オ 機材据え付け（人
数、時期については
別途検討する）

カ 電気製品試験（協力期間
開始後約3か月後）上記カ
については、C/Pの技術
レベル評価方法の確定、
試験ニーズ調査、機材据
え付けへの助言などを中
心とし、最終的には別途
確認することとした｡

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載した｡

・平成11年度に関しては、
上記エの専門家を、本プ
ロジェクトの開所式の際
に実施するセミナーに併
せて派遣する旨確認し
た｡

・左記について、確認し
た｡

・左記について確認したうえ、
当面Optional Itemの試験実施
に際して短期専門家の派遣が
必要となる電気温水器試験に
関しては、専門家派遣の約5か
月前にあたる協力期間開始約
半年後に派遣の要否を決定す
ることとした｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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8 研修員受入れ ・以下について確認し、ミニッツに記載した｡
ア　人数：
　　毎年0～3名
イ　時期と期間：
　　日本人専門家とフィリピン側との間で最
終的に決定することとしたが、我が方の
予算措置の可能性と長期専門家が現地に
派遣されているという点を勘案すると、
最大でも2か月が適当である｡時期も、双
方で協議のうえ決定することとしたが、
技術移転の効率性も勘案し、場合によっ
ては、専門家の派遣に先立ち、研修を実
施することも確認した｡

ウ　分野：
　　研修の詳細内容は、追って双方協議のう
え、決定する｡

エ　方法（目的）：
　　BPS試験所で機材を使用できない（＝機材
供与は実施されない）が、専門家のリク
ルートの問題から派遣が困難なため、専
門家が派遣できないものなど、あくまで
も現地の専門家の技術移転を補完すると
の位置づけで実施する｡

・左記に変更なきことを再確
認し、ミニッツに記載する｡

・平成10年度の電気試験に関
するC/P研修枠が2名であるこ
とを説明し、今年度のC/P研
修計画を協議し、結果をミ
ニッツに記載する｡

・上記とは別に、平成10年
度に運営管理の分野のC/P
を受入れる可能性がある
ことを示し、内容、時期に
ついて協議の上、ミニッ
ツに記載する｡

・平成10、11年度C/P研修計
画を協議し、結果をミ
ニッツに記載する｡

・平成10年度に受入れ予定
の研修員については、R/D
署名後直ちに正式要請書
（A2A3フォーム）を作成、
提出するよう依頼し、そ
の旨もミニッツに記載す
ると同時に、A2A3フォー
ムのアドヴァンス・コ
ピーを取り付ける｡

・フィリピン側が研修員受
入れの2～3か月前までに
正式要請書を日本政府に
提出する旨ミニッツに記
載する｡

・左記のとおり確認し、ミ
ニッツに記載した｡

・平成10年度のC/P研修枠
に関しては、左記2名に
加え追加人員を受入れる
準備がある旨伝えた｡

・平成10年度、11年度C/P研修
計画（分野、受入れ予定時期）
について、下記のとおり確認
し、ミニッツに記載した｡
（1） 平成10年度
受入れ予定時期は、98年
度第４四半期とした｡
ア 電気製品試験
（部品試験） 2名

イ 校正 1名
ウ プロジェクト運営 1名
（2） 平成11年度
受入れ予定時期について
は、99年度第３・第４四
半期とした｡
ア 電気製品試験 2名
イ プロジェクト運営 1名

・なお、平成10年度の受入れ予
定研修員のうち、上記アにつ
いては、フィリピン側からの
要望は高かったものの、BPS
試験所の設備などを考慮す
ると専門家からの技術移転
は困難な部品試験を中心に
実施することとする｡

・更に、平成10年度の受入れ予
定研修員につき、受入希望期
間を以下のとおり聴取して
いる｡
ア　99年1月より約1か月
イ　99年2月より約6週間
ウ　99年2月に約2週間

・左記のとおりミニッツに
記載するとともに、A2A3
フォームのドラフトを入
手した｡（オリジナルにつ
いては、我が方より受入
れ枠についてフィリピン
側へ通報した後、フィリ
ピン側より提出される予
定｡）

・左記について、確認し
た｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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・供与される機材はあくまでの技術移転のための
機材であるとの原則のもと、協力に必要な機材
を確認し、そのカテゴリー分け（既存でプロ
ジェクトに使用できる、既存だが更新が必要、
既存だが数量の増が必要、新規調達が必要（日
本側・フィリピン側）など）を行っている｡

・機材の詳細仕様については、長期調査の際に
確認している｡

・日本側供与予定の機材価格（Optional Itemの
技術移転に要する機材を除く）合計が約8,000
万円（消費税を除く）となっている｡ただし、
下記現地調達に関する検討等により、機材価
格は変化する可能性がある｡また、Optional
Itemの実施に要する機材の価格は、約1,000
万円となっている｡

・長期調査の際に、Philippine National
Standardsの改訂（強制試験製品の変更）の情
報がなかったため、一部機材については事前
情報が入手できず、結果として実施協議調査
までにその取り扱いを確定することとしてい
る｡また、Built-in chamber、パソコン、
Vibration test、Flexing testの各機材につ
いては以下の理由で保留とし、上記機材価格
からは除外している｡
ア　Built-in chamber
エアコンの試験を実施する機材である
が、エネルギー省F A T L（F u e l s
Appliances Testing Laboratory） で、同
機材を保有しており、同試験所で同機材
を借り得る可能性があること、また本邦
調達の場合は高価（約1億円）であるが、
現地調達の場合10分の1以下の価格とな
るという情報もあり、保留としている｡

イ　パソコン
用途とフィリピン側の応分の負担に応じ
供与を検討することとしている｡

ウ　Vibration test、Flexing test
いずれもIEC65関連の機材であるが、当
該機材を用いた試験の実施が現段階で未
定であることや外部への影響（振動）に
対する対処の必要性（Vibration test）な
どを考慮し、保留としている｡

・現地調達の可能性を検討するために、現在
JICAフィリピン事務所において見積りを取得
中である｡見積り書徴収後、委細について検
討し、実施協議調査の時点で各機材の現地調
達の是非について可能な限り決定する必要が
ある｡

・各機材を配置する試験所内の部屋のレイアウ
トを確認し、ミニッツに添付している｡

・｢フェーズ1｣と比較し供与機材はより精密かつ繊
細なものが多くなることから、維持管理にはより
細心の注意を払うようフィリピン側に申し入れて
いる｡

・左記事項を再確認し、本
件プロジェクト必要機材
リスト及びその詳細仕様
をミニッツに添付する｡

・左記について、現状、必
要性などについて協議
し、必要に応じてミニッ
ツに記載する｡

・左記の見積取得状況に応
じ、可能な限り現地調達
する機材を決定し、現地
調達手続きの促進業務を
実施する｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載する｡

・左記事項を再確認し、本
件プロジェクト必要機材
リスト及びその詳細仕様
をミニッツに添付した｡

・長期調査時点から、一部
機材を追加、見直した結
果日本側供与予定の機材
価格（Optional Itemの技
術移転に要する機材を除
く）合計は約8,500万円
（消費税を除く）｡また、
Optional Itemの実施に
要する機材の価格は、約
1,000万円となる｡

・パソコンについては、テス
トレポート用の写真作成、
テストデータの蓄積、テス
トレポートの作成、一部試
験やトレーニング用などに
用いる旨説明があり、また
応分の負担についても説明
があったため供与機材リス
トに加えた｡

・そのほか機材について
は、長期調査の際と状況
に変化がないため、今後
左記条件の変化がない限
り、本プロジェクトでの
供与は基本的には見送る
ことした｡

・JICAフィリピン事務所、
BPSと現地調達に係る準
備事項に関して打合せを
行った｡

・一部変更部分を含め、レイ
アウトについて確認し、ミ
ニッツに添付した｡

・左記を改めて申し入れ
た｡

9 機材供与

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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9 機材供与（続き）

IV フィリピン側投入
10 人員措置

11 予算措置

・｢フェーズ1｣で供与した機材の現状を確認し
たところ、大半の機材は問題なく使用されて
いたが、スペアパーツの入手などに関して問
題があった点についてフィリピン側の善処を
要求したところ、改善案が提出されたため、
ミニッツに添付している｡

・供与機材の国内輸送、据え付け・維持管理は
フィリピン側負担で実施して欲しい旨、説明
し、フィリピン側も同意を得、ミニッツに記
載している｡

・試験サンプルを輸送する車両の供与について
も要請があったため、聞きおき、ミニッツに
記載している｡

・長期調査の際に確認したBPSの人員は以下の
とおり｡（AT＝ Action Team）
AT-1 Standards Development 11名
AT-2 Information Services on Standards 5名
AT-3A Product Certification 20名
AT-3B Quality System Certification 3名
AT-4A Testing 24名
AT-4B Laboratory Accreditation 1名
AT-5 Training and Personnel 3名
AT-6 Promotions and Media Relations 4名
AT-7 Budget and Other Staff Services 1名
AT-8 Special Projects （APEC,
ACCSQ,ASEAN TQM） Registration of
Quality Assessors 2名
AT-9 ISO Matters and BPS Quality System
Document Control 2名

・BPS全体で合計76名（欠員4名を除く）、うち
BPS試験所（AT-4に相当）24名｡

（以下、1ペソ＝3.4円で換算）
・97年のBPS本部予算は約1,700万ペソ（5,800万
円）、BP S試験所の予算は約1, 4 0 0万ペソ
（4,800万円）、支出は約1,100万ペソ（3,700万
円）となっている｡97年の自己収入としては、
本部（認証料等）約960万ペソ（3,300万円）、試
験所（試験料）約240万ペソ（約800万円）、合
計約1,200万ペソ（4,100万円）となっている｡
なお7月にBPSと非公式に協議した際、98年度
の予算配賦に遅れが生じている旨聴取してい
る｡

・用途について再確認した
上で、ミニッツに記載す
る｡

・機材供与については、R/D署
名後直ちに正式要請書（A 4
フォーム）を作成、提出する
よう依頼し、その旨ミニッツ
に記載すると同時にA 4
フォームのアドヴァンス・コ
ピーを取り付ける｡

・左記に関し、最新の状況
について確認し、ミニッ
ツに記載する｡

・左記に関し、最新の状況
を確認し、ミニッツに記
載する｡

・左記現状について聴取し、改
善点等について確認したが、
長期調査の際の申し入れ事
項すべてについてはいまだ
対応していなかったため、改
めて改善を申し入れた｡

・左記を改めて申し入れ、
ミニッツに記載した｡

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載すると同時に、
日本側供与予定機材とし
てミニッツの機材リスト
に添付した｡

・左記内容をミニッツに記
載するとともに、アド
ヴァンス・コピーを取り
付けた｡

・以下を確認してミニッツ
に記載した｡
ア 全体の人員は76名（欠

員4名を除く）で、長期
調査の際と変化がない｡

イ 長期調査の際確認した組
織にある、A T - 3 B
Q u a l i t y  S y s t e m
Certification、及びAT-
4 B  L a b o r a t o r y
Accreditationが合併し、
新たにA T - 1 0 として、
Ac c r e d i t a t i o n  o f
Conformity Assessment
Bodiesが配置されてい
る｡（人員は4名）

・97年のBPS本部予算は約
1,800万ペソ（6,100万
円）、BPS試験所の予算は
約3,100万ペソ（1億500万
円）｡ただし、BPS試験所
の予算には、新試験所建
設費である約2,100万ペ
ソ（7,100万円）が含まれ
ている｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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・なお、最近の通貨下落の影響について、以下
を聴取し、長期調査ミニッツに記載した｡
ア 維持管理経費の25％削減
イ BPS新建屋建設に関す予算配分の減少
（1億2,000万ペソ＝約4億円から2,145万
ペソ＝約7,300万円）

ウ BPS試験所の増員申請に対し、要求の75
％査定（要求15名、査定11名）

・プロジェクトへのローカルコスト配分として
1998年度に約3,080万ペソ＝約1億円（内新建
屋建設費が2,145万ペソ＝約7,300万円）を充
てることを確認したほか、2002年までの配分
計画について確認し、長期調査ミニッツに添
付した｡

・長期調査の際、以下を確認している｡
ア 既にBPS試験所に勤務しているC/P候補者
は10名（Technical C/Pのみ）｡

イ 上記アの人員に加えて、本案件のために
15名の増員を予定していること、そのう
ち11名については、98年度予算で予算化
されていることが紹介された｡

ウ 個人ないし人事の都合でC/Pの配置に変
更が生じた場合は、フィリピン側は直ち
に必要な人員を補充することを確認し、
ミニッツに記載した｡

エ 上記アのC/Pの技術レベルの把握を、そ
の実技の視察、及びインタビューなどで
評価したうえ、｢フェーズ1｣で実施した電
気部品試験と比較し、今次協力で対象と
する電気・電子製品試験は高度な知識と
経験を必要とする一方、現在C/Pの経験・
知識は左記を満たす状況にはなく、その
ため、限られた協力期間内で、すべての
試験技術を移転するのは困難である旨
フィリピン側に伝え、ミニッツに記載し
たうえで上記6（9）に示した技術移転の
方法について了解を得た｡

・最新情報では、新規C / P 1 5 名分（内訳は
Technical Staff 10名、Administrative
S t a f f  5 名）の予算が配分されている｡
Technical Staffのうち4名は、既に採用に向
けた最終段階に達している ｡ また、
Administrative Staff 5名は既に採用済であ
るとのこと｡

・左記に関し、現状を聴取
し、ミニッツに記載す
る｡

・左記に関し、最新の状況
について確認し、ミニッ
ツに記載する｡特に、左
記エのC/Pのグループ化
についての考え方、グ
ループ化の時期などにつ
いて確認し、ミニッツに
記載する｡

・左記に関する最新情報に
ついて聴取し、必要に応
じミニッツに記載する｡

・新規採用のC/Pについて、
可能な限りそのバックグ
ラウンドについて聴取す
る｡

・左記に加え、以下を聴取
し、ミニッツに記載し
た｡
ア 政府機関の輸入品
に係る税金（輸入
税・付加価値税）に
対する補助金が9 8
年度予算では停止
している状況であ
る｡

イ 左記ウの増員申請
に関しては、15名が
要求どおり認めら
れている｡

・なお、上記アに関して
は、BPS局長から、フィリ
ピン財政当局からの情報
として、上記税金への補
助金がフィリピン99年度
予算から再適用される
旨、内閣決定（8月11日
付）され、さらに9月に国
会で審議されるとの説明
があり、併せてミニッツ
に記載した｡

・上記6（9）に示した技術
移転の方法に基づき、先
ず協力開始3か月後をめ
どにD i r e c t  C / P と
Indirect C/Pに分けるこ
ととし、その後左記グ
ループ化を進める旨確認
し、ミニッツに記載し
た｡

・新規採用T e c h n i c a l
Staff については、数名
が内定済みとのこと｡

・新規採用T e c h n i c a l
Staffは、いずれも電気
を大学などで専攻し、企
業経験を有しているが、
ほとんどが企業では電気
試験を経験していないと
のこと｡

11 予算措置（続き）

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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13 施設・設備
（1）既存プロジェク

トサイトの賃借
延長・拡張など

・プロジェクトサイトの賃借延長、及び拡張計
画の状況について、以下のとおり確認してい
る｡
ア BPSとMIRDCの間で既存のBPS試験所に対
する賃借契約の延長、及び既存試験所に
隣接する約300m2のスペースの追加賃借
の具体的な手続きに入っている｡98年7月
に確認したところ、本プロジェクト実施
のための改修工事は一部終了しているこ
とを確認しているが、拡張工事は、いま
だ開始していない｡

イ 賃借料は、年間400ペソ/m2とのこと｡
・プロジェクト開始後の試験所内の各部屋のレ
イアウトについて、確認し、ミニッツに添付
している｡

・機材受入れ（試験所スペース拡張）のために
フィリピン側が1998年度予算として50万ペソ
を確保していることを確認し、ミニッツに記
載している｡

・左記状況に関する進捗状
況を再確認し、ミニッツ
に記載する｡

・サイトの改修・拡張に際
し、必要に応じプロジェ
クト基盤整備費を適用す
ることとし、R/Dに記載
する｡

・プロジェクト基盤整備費
の適用に必要な手続きに
ついて説明する｡

・プロジェクト基盤整備費
を実際に適用するか否か
に関しては、フィリピン
側の予算措置の状況など
に応じ、別途協議するこ
ととし、その旨をミニッ
ツに記載する｡

・賃借延長は予定どおり実
施されている旨確認し
た｡なお、賃借料は、年間
450ペソ/m2に改訂されて
いる旨、併せて確認し
た｡

・拡張計画については、
MIRDCの許可を待って、
98年9月に開始し、99年2
月に完了する予定である
旨確認し、ミニッツに記
載した｡

・拡張部分のレイアウトに
ついては、MIRDCとの調
整により、一部変更と
なった旨確認し、ミニッ
ツに記載した｡ただし、
面積は約300m2で、変更
はない｡

・試験所スペース拡張に際し
ては、52万5,000ペソが必
要となる旨積算している旨
フィリピン側より説明が
あった｡他方、予算の25％
節約の関係で、長期調査の
際確保しているとされてい
た左記50万ペソは、37万
5,000ペソしか執行できな
い旨説明があった｡この不
足分に関しては、DTI本省
より支援を仰ぐ旨BPSより
説明があった｡また、拡張
スペースの空調整備に際し
て、28万6,000ペソが必要
となり、これについては、
フィリピン99年度に予算化
する予定である旨説明が
あった｡上記のスペース拡
張に関しては、フィリピン
側がコスト負担に責任を持
つ旨確認し、ミニッツに記
載した｡

・プロジェクト基盤整備費
の適用について、R/Dに
記載した｡

・左記説明した｡

・左記のとおり、ミニッツ
に記載した｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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13 施設・設備（続き）
（2）新試験所サイト

建設計画

（3）日本人専門家の
執務室

14 機材・機材据え付け
など

・BPSは試験所サイトの新設計画を有している
が、いまだ計画段階であるため、本プロジェ
クト実施とは直接関係ないものとして協力を
進める旨、長期調査の際に確認している｡

・上記計画に関する進捗状況については、長期
調査の際に以下のとおり確認している｡
ア 通貨下落の影響から、98年度予算要求に
おいて、新サイト建設費として1億2,000
万ペソ（約4億円）を要求したにも拘わら
ず、2,145万ペソ（約7,300万円）しか承認
されなかった｡

イ 99年度も引き続き予算要求を行う予定で
ある｡

ウ 当初、BPS全体の庁舎ビルの建設を要求
していたものの、上記査定に伴い、当面、
移転はBPS試験所のみとなった｡

エ サイトについては、第1候補地をフィリ
ピン大学（UP）ディリマン校（ケソン市）
の敷地内、第2候補地としてUPロスバ
ニョス校の敷地内があげられている｡

オ 建設スケジュールは、98年11月に建設を
開始し、完工後、99年11月に移転を開始
する予定｡

・仮に新サイトに移転する場合、機材の校正が必
要となり、また技術移転に充てる時間にも影響
が考えられることから、事前調査において双方
で確認したとおり、プロジェクトサイトは既存
の試験所とすると同時に、仮に移転する際に
は、専門家への事前の通知と相談をするように
申し伝え、フィリピン側はこれを遵守する旨回
答し、これをミニッツに記載している｡

・日本人専門家執務室に関しては、｢フィリピン
工業標準化・電気試験技術協力事業｣の際使
用されていた部屋をそのまま使用する旨、確
認している｡

・日本政府がJICAを通じて供与する資機材以外
でプロジェクト実施に必要となる資機材、車
両、スペアパーツなどについては、すべて
フィリピン側負担で準備・交換することと
し、ミニッツに記載した｡

・本プロジェクトの実施に当たり、フィリピン
側が準備する機材について、ミニッツに添付
した｡

・試験サンプルについてもフィリピン側が準備
することを確認すると同時に、フィリピン国
産業界からの協力に関するコミットメント・
レターをフィリピン側が取り付け、JICA事務
所に提出することを確認し、ミニッツに記載
した｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載する｡

・左記計画に関する進捗状
況を再確認し、ミニッツ
に記載する｡

・左記再確認し、ミニッツ
に記載する｡

・左記状況について確認
し、ミニッツに記載す
る｡

・左記について確認し、
R/D及びミニッツに記載
する｡

・協力期間開始後最初に実施
するアイロンの試験に際し
ては、フィリピン側の有す
る機材を技術移転に使用す
る必要があるため、プロ
ジェクトの技術移転でどの
程度専有できるか、現在の
使用状況について確認し、
ミニッツに記載する｡

・左記について、現状を確
認する｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載した｡

・左記ア～エについては、
長期調査のとおり｡

・建設スケジュールについ
ては、予算（2,145万ペ
ソ）が98年度予算として
承認されているものの、
配賦が遅れていることか
ら、建設開始を2000年2
月、完工後移転を開始す
るのは2001年4月と長期
調査の際と比較し大幅に
遅れている｡ 本スケ
ジュールをミニッツに添
付した｡

・左記再確認し、ミニッツ
に記載した｡

・左記状況について確認
し、また同執務室に新規
に電話回線を敷設するよ
う我が方より申し入れ、
ミニッツに記載した｡

・左記について確認し、
R/D及びミニッツに記載
した｡

・左記について専有が必要
である旨申し入れ、ミ
ニッツに記載した｡なお、
98年当初から現在にいた
るまで、実施されたアイ
ロン試験は33件である
旨、併せて確認した｡

・調査団と業界団体の打合
せがBPSにより設けられた
ため、その際、試験サンプ
ルの提供についても併せ
て申し入れ、コミットメ
ント・レターについても
準備するよう依頼した｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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V そのほか
15 ほかの外国援助機

関などからの協力

（1）我が国からの協
力

（2）そのほかの協力

16 ほかの試験所との
デマケ

17 業界団体との連携

18 R/D案

19 合同調整委員会

20 合同評価

・プロジェクト方式技術協力として｢フィリピ
ン工業標準化・電気試験技術（協力期間:93年
8月～97年8月）｣をBPSを実施機関として実施
済｡このプロジェクトは、ASEAN諸国等の関係
機関において標準化情報の交流を図る｢プロ
ジェクト連携促進事業（96年度より開始）｣の
対象となっていた｡

・過去、EU、UNDPの協力を受けており、EUから
の協力として、｢Economic Cooperation of
Standards and Quality｣が1998年から実施さ
れる旨、長期調査の際に聴取している｡

・エネルギー省（Department of Energy）傘下
の、省エネルギーに関する調査・開発を実施
している機関 ・FATL（Fuels Appliances
Testing Laboratory） で、エアコン、扇風機、
冷蔵庫のエネルギー効率試験を実施してお
り、安全試験を実施するBPSと役割が分かれ
ている事を再確認した｡

・FATLの試験設備の視察を行った結果、場合に
よっては、一部試験をFATLの設備を利用し実
施することも今後検討する｡

・試験サンプルの確保などで業界団体との連携
が必要となる可能性がある｡

・プロジェクト成功のためには、企業に参加し
て貰うことが不可欠であることを再確認する
とともに、フィリピン国産業界からの協力に
関するコミットメント・レターを取り付ける
こととしている｡

・R/Dのサンプルを提示し、ミニッツに添付し
た｡

・委員会の目的、メンバーについて確認し、結
果をミニッツに添付している｡

・上記PDM及び評価5項目など、評価の詳細につ
いて説明し、ミニッツに記載した｡

・我が国以外の協力に関し
ては、最新の状況につい
て確認する｡

・左記内容について再確認
する｡

・左記について協議し、必
要に応じてミニッツに記
載する｡

・左状況を再確認し、ミ
ニッツに記載する｡

・R/D内容についてフィリピ
ン側に説明し、署名する｡

・左記を再確認し、R/D及
びミニッツに添付する｡

・左記について再確認し、
評価5 項目についてミ
ニッツに記載する｡

・左記協力については、ほか
のASEAN諸国も関連してお
り、EUとほかのASEAN諸国と
の間の合意を待って、協力
が開始される予定とのこと｡

・UNDPによる、98年4月より
Private Sector Initiative
f o r  M a n a g i n g  t h e
Environment （PRIMEプロ
ジェクト）が実施中である｡
中小企業がISO14000に基づ
くEMSを普及することを目
的とし、セミナー・研修
コースを実施している｡

・左記内容について再確認
した｡

・技術移転に使用するものの
供与機材に含めなかった機
材（Built-in Chamber）につ
いては、必要に応じてFATL
の保有している当該機材を
使用することとし、ミニッ
ツに記載した｡

・左記を再確認し、また、BPS
により業界団体と調査団と
の打合せが設けられたこと
から、本プロジェクトの成
功のための業界団体との協
力の重要性について直接申
し入れた｡

・内容について説明し、署
名した｡

・左記を再確認し、R/D及
びミニッツに添付した｡

・左記について再確認し、
評価5 項目についてミ
ニッツに記載した｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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21 日本のODAの現状に
ついて

22 広報

23 フォーマット化

24 専門家の生活環境

・日本のODAの現状説明をおこなうとともに、
必要に応じ意見交換をおこなうなどを説明
し、フィリピン側の理解を得、ミニッツに記
載した｡

・また、我が方より広報の重要性についても伝
え、理解を得た｡

・本プロジェクト実施における技術普及の重要
性や民間セクターなどとの関係にかんがみ、
協力開始後1年間は、プロジェクトを周知せ
しめるため、開所式などの場において作成し
たリーフレットを配布するなど、あらゆる通
信媒体を利用して、プロジェクトの広報に努
めることを確認しミニッツに記載した｡

・長期調査ミニッツの際の署名に際し、記者会
見を実施している｡

・プロジェクトの実施及びモニタリングのため
に以下の書類を作成すること並びに可能であ
れば実施協議調査団の派遣までにそれぞれの
ドラフトを作成することを確認し、ミニッツ
に記載した｡
ア 電気・電子製品の製造業者・商社のリス
ト（注:プロジェクトの初期の段階で、広
くプロジェクトの存在を知らしめるた
め、BPS試験所の潜在的な顧客層も含む
こと）

イ プロジェクトの成果をフィリピン国レベ
ルで普及するために、BPS試験所と共同
歩調をとる（産官学の）研究機関リスト

ウ C/Pの技術力モニターシート
エ BPS試験所が技術サービスを提供する企
業の技術力モニターシート

・通貨下落の影響などが懸念されたが、長期調
査時点では特段の影響が見られない事が確認
された｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載する｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載する｡

・今次調査の署名式に際し
ても、可能な限り記者会
見などを実施し、広報に
努める｡

・左記ドラフトについて確
認し、可能であればミ
ニッツに添付する｡

・左記状況について再確認
する｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載した｡

・左記について再確認し、
ミニッツに記載した｡

・開所式をBPSによる｢標準
化週間｣行事の一環とし
て99年10月をめどに行う
用意がある旨、フィリピ
ン側より表明された｡

・署名式に際し、マスコミ
関係者が同席し、テレ
ビ、新聞で報道された｡

・左記フォーマットのドラ
フトについて確認し、ミ
ニッツに添付した｡

・協力期間開始後3か月を
めどとして左記フォー
マットを完成させる旨確
認し、ミニッツに記載し
た｡

・特段の影響は見られな
かった｡

調査項目 長期調査までの結果、現状及び疑問点など 対処方針 協議結果
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第３章　調査団所見

３－１　調査団総合所見

３－１－１　プロジェクトの背景

フィリピン国は、近年、国家開発計画において位置づけられているように、工業分野での標

準化を含む製造部門の活性化をめざしている。国内に流通している照明器具、電線、配線器具

などの電気部品の安全性を確保するため、貿易工業省（ＤＴＩ）の製品規格局（ＢＰＳ）は、フィ

リピン・国家規格（ＰＮＳ）に沿った試験・検査技術を中心に、規格化及び品質管理に関する基

礎的知識の技術移転に関し、我が方に要請越した。

これを受けて、我が国は、1993年８月から４年にわたり、「工業標準化・電気試験技術協力事

業（いわゆる「フェーズ１協力」）」を実施したところであり、電気部品の安全性試験・検査につ

いての技術移転はほぼ達成された。

ＢＰＳは更に昨年の２月にいたり、国内工業製品及び輸入品を問わず、家庭用電気・電子製

品の安全性の向上をめざして、国際電気標準会議（ＩＥＣ）の規格に基づいた試験・検査技術の

技術移転にかかる「電気・電子製品試験技術協力事業」につき、我が国に要請越したものである。

他方、近年アジアを取り巻く通貨危機により、フィリピン国もその例外ではなく政府は厳し

い経済運営を迫られており、このため本会計年度（１～12月）の政府予算は一律 25％の削減（節

約）が行政令で定められている。また、政府機関などに際する税金補助制度も一時停止の措置が

とられており、ＯＤＡについても、プロジェクトに対する機材供与関係を中心に影響をこうむ

ることは必至の状況になっている。

こうした厳しい状況を踏まえ、今次調査団による先方実施機関であるＢＰＳと、本件フェー

ズ２プロジェクト協力にかかる実施協議を行った。ＢＰＳのモトムール局長他関係者はきわめ

て紳士的かつ友好的な方々で、フェーズ１協力に対し、厚く感謝するところがあり、フェーズ

２協力に対する期待は並々ならぬものがあった。したがって事前の準備も周到でかつ休日返上

で協議を行うなど、先方の強い熱意が感じられた。

３－１－２　協議の詳細

本年２月から３月にかけて実施された長期調査にかかる協議事項につき再確認したことに加

え、今次調査で新たに確認した事項については以下のとおり。

（1）Ｒ／Ｄの内容確認

Ｒ／Ｄの内容については、下記（２）に係る部分を除き、あらかじめ外務省協議を了した

Ｒ／Ｄ案のとおり確認した。下記（２）に係る部分についても、ＪＩＣＡ本部を通じ、外務

省の了解を得たうえで、以下の修正後の案で署名を了した。
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（2）ＰＤＭの見直し

ＰＤＭの見直しをおこない、その結果「上位目標」を長期調査の際のものから変更するこ

とで合意した。変更部分と理由については以下のとおり。（下線部が修正部分）

ア 修正前

The reliability of the electrical and electronic appliances in the market

of the Republic of the Philippines will be improved.

イ 今次調査での修正後

The safety of the electrical and electronic appliances in the market of the

Republic of the Philippines will be improved.

ウ 修正理由

本件の協力範囲は、ＩＥＣ規格に基づく電気・電子製品の安全試験に限定されている。

長期調査の際は広報面での効果などを配慮し、「安全」よりもより広い範疇を意味する言

葉である「信頼性」を高めるとの位置づけにより、上記アを上位目標として長期調査の際

に合意していたが、今次調査において、フィリピン側から、より協力範囲に合致した上

位目標としたい旨申し入れがあったところ、双方協議の結果、妥当と判断されたため、上

記イのとおり修正した。

なお、ＰＤＭのほかの部分については、長期調査の際の案のとおり確認した。最終的に

は、協力期間開始後６か月後をめどとしてＰＤＭを確定する旨、併せて確認した。

（3）協力期間

協力期間については、４年間とし、協力期間開始から３年間を日本人長期専門家からの

技術移転に充て、残りの１年間は移転した技術の定着を目的とするモニタリング、及び必

要に応じた補完的な技術移転の期間とする旨再確認した。

協力期間開始時期については、99年４月１日としたが、これは、供与機材の一部に協力

開始後４か月目以降、サイトで使用が可能となるべきものがあり、機材調達の手続きを考

慮すると、９９年６月頃の据え付けが見込まれることを理由とする旨、我が方よりフィリ

ピン側へ説明し、理解を得た。

なお、協力開始直後に実施するアイロン試験の技術移転に際し、ＢＰＳ試験所で現在使

用中の機材を、プロジェクトでの技術移転のために使用する必要があることを併せて申し

入れ、フィリピン側より了解を得た。
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（4）プロジェクトサイト（既存サイトの賃借延長、拡張、及び新試験所サイト建設計画）

プロジェクトサイトについては、マニラ首都圏ビクータンの科学技術省（ＤＯＳＴ）金属

工業開発研究センター（ＭＩＲＤＣ）内のＢＰＳ試験所とし、賃借契約の延長及び隣接する

スペースの新規契約をＢＰＳが準備していることを再確認した。試験所の拡張に伴うフィ

リピン側の措置事項に関しては下記（15）を参照。

なお、累次調査でもフィリピン側から表明されていた新試験所サイトの建設計画につい

ては、今年度予算で建設費が確保されている旨確認したが、完工予定は長期調査で確認し

たものと比較して約１年遅れ、2001年３月となる見込みである旨、フィリピン側より説明

があった。我が方より、移転後、機材の校正が必要となり、技術移転にさく時間が制限さ

れることから、プロジェクトサイトは既存の試験所とすること、仮にサイトを移転する場

合であっても、専門家に対し、十分余裕を持った事前の通知と協議が前提であることを改

めて申し伝え、フィリピン側は右を了解した。

（5）技術移転分野

電気製品試験（電熱機器、電動力応用機器）、及び電子製品試験の技術移転を実施するこ

と、及びその具体的な試験品目について、再確認した。また、日本側が、無条件に技術移

転に責任を持つ製品を Priority Itemとし、Priority Itemの技術移転の進捗具合に応じ、

右が完了した後、Ｃ／Ｐが専門家の監督の下で、自ら試験を実施する製品をOptional Item

とする旨再確認した。

また、各技術移転分野で、Optional Itemの実施の可否を判断する時期、特記事項を以

下のとおりとした。

技術移転分野 実施の可否、実施品目の決定時期 当該技術移転分野に関する特記事項

電気製品試験（電熱機器） 協力期間開始約６か月後 必要に応じ、短期専門家の派遣を検討する。

電気製品試験（電動力応用機器） 協力期間開始約１年後 長期専門家の派遣に加え、必要に応じ、短期

専門家の派遣、及び追加機材供与を検討す

る。

電子製品試験 協力期間開始約１年後 長期専門家の派遣に加え、必要に応じ、短

期専門家の派遣、及び追加機材供与を検討

する。

さらに、電子製品試験の上記決定に際しては、運営指導チームの派遣を検討する旨、我

が方よりフィリピン側へ説明した。

なお、電動力応用機器の技術移転については、協力期間開始１年半後に日本人専門家に
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よる技術移転を開始することとしているが、フィリピン側より、電動力応用機器（冷蔵庫、

扇風機など）の試験ニーズが高まっている旨説明があり、少しでも早く技術移転を実施して

欲しい旨要望があった。我が方からは、試験の難易度が低い製品から順次技術移転を実施

するという原則から、基本的には電熱機器試験の技術移転の終了後、比較的難易度の高い

電動力応用機器試験の技術移転を実施する旨説明したが、先方の要望も踏まえ、以下を満

たした場合、専門家のリクルートが可能であることを前提として、電動力応用機器試験の

技術移転開始時期を早めることとし、協力期間開始６か月後をめどにその判断を行うこと

とした。

ア 電熱機器試験の技術移転が順調に行われていること。

イ レベルの高い電動力応用機器の技術移転を受けるに十分な数のＣ／Ｐが育成されてい

ること。

（6）技術移転の方法

Ｃ／Ｐの日常業務と技術移転の効率性を踏まえ、週に最低２～３回、定期的に技術移転

を実施する時間を設けること、ケーススタディ方式の座学を４割、実技を６割とすること

を再確認した。特に短期専門家の派遣時には、当該専門家による技術移転を効率的に行う

ため、週２～３回以上の時間を技術移転に充てるなど、柔軟に対応するよう我が方より

フィリピン側に申し入れ、合意を得た。

また、専門家から同時に多くのＣ／Ｐが実技を受けることに関しては制約があることか

ら、協力期間開始約３か月後（アイロン試験の終了時期）までに、実技を直接専門家より受

けるＣ／Ｐ（DirectＣ／Ｐ）を専門家との相談のうえ約６名決定するとともに、講義には参

加するものの、実技については専門家の支援のもと上記 DirectＣ／Ｐより技術移転を受け

るＣ／Ｐを IndirectＣ／Ｐとする旨確認した。さらに、技術移転の進捗に従い、技術移転

の実施効率性を考慮し、各Ｃ／Ｐのレベルに応じてグループ分けを行い、いずれのＣ／Ｐ

も何らかの形で特定の製品の担当となるようにする旨再確認した。

（7）標準化（試験所運営）

上記については、長期調査の際に、日本人専門家のリクルートの問題から、協力分野か

ら含めることが困難となった旨我が方より説明している。今次調査でもフィリピン側から

は可能であれば協力して欲しい旨要請があったが、我が方から、長期調査の際と比較して

状況の変化が見られないことから、改めて今次協力に含まない旨説明し、理解を得た。
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（8）技術協力計画（ＴＣＰ）、活動計画（ＰＯ）、暫定実施計画（ＴＳＩ）、年次活動計画（ＰＯ）

長期調査の際策定したＴＣＰ、ＰＯ、ＴＳＩを見直し、また新たにＡＰＯを策定した。併

せて、上記各計画管理表の関係について改めて説明した。今次協力が、Ｃ／Ｐのグループ

化、Optional Itemの実施の可否の判断など、ほかのプロジェクトにも増して本表を用い

たモニタリングが重要となることから、３か月ごとにモニタリング、また要すれば上記各

計画管理表の見直しを行う旨併せて確認した。

（9）技術支援（試験サービス以外の技術サービス、プロジェクトの地方展開を含む）

ＢＰＳ試験所による技術の外部への普及の重要性にかんがみ、民間企業、及びリージョ

ン・州のＤＴＩ　標準化担当者へセミナー・研修コースを実施することを再確認した。

協力初年度は、本プロジェクトの開所式に併せて、要すれば短期専門家を派遣し、セミ

ナーを実施するほかは既存のセミナー・研修コースの見直し、実施計画の作成、教材の準

備などを行うこととした。他方、協力２年度目以降は、日本人専門家がセミナー・研修コー

スを実施し、さらに案件の進捗に応じて、日本人専門家の指導の下、Ｃ／Ｐがセミナー・

研修コースを実施する旨確認した。

セミナーの内容は、日本人専門家から技術移転された試験技術に関するものを基本とし、

参加者のレベルにかんがみ、民間企業と比して、リージョン・州のＤＴＩ標準化担当者に

対しては比較的平易な内容で実施することとした。また、研修コースについては、フィリ

ピン側より、主に民間企業を対象に、ＢＰＳＴＣにおいて試験技術の移転を行うこととし、

参加者は 10～ 20人程度、期間は１～３日程度としたい旨説明があった。

なお、中堅技術者養成対策費の適用についてＲ／Ｄに記載したが、実際の運用に際して

は、フィリピン側より、必要性、対象人員の数、フィリピン側の予算措置などについて適

切な説明が実施されることが前提であることを確認した。さらに、協力初年度に運用する

場合には、98年末までに上記説明を要することを説明した。さらに、本スキームの適用は、

自立発展の観点から、協力期間を経るにしたがって我が方の支援費用を減少させ、フィリ

ピン側の負担分を増加させる旨Ｒ／Ｄに記載した。

（下記（10）～（12）のうち、98、99年度計画に係る部分に関しては、予算の配分に応じて

変更があり得るものとした。）

（10）専門家派遣

ア 長期専門家

チーフアドヴァイザー、業務調整、電気・電子製品試験を派遣することとし、協力期
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間開始後直ちにチーフアドヴァイザー、業務調整、電気・電子製品試験（電熱機器）の長

期専門家を各１名派遣する旨確認した。

イ 短期専門家

技術移転分野に関し、必要に応じ短期専門家を派遣する旨再確認するとともに、99年

度の短期専門家については以下の分野で派遣することを確認した。（カッコ内は派遣時

期）

（ア）材料試験（協力期間開始後約４ないし６か月後）

（イ）瞬間湯沸かし器試験（協力期間開始後約９ないし 11か月後）

（ウ）電気温水器試験（協力期間開始後約11か月後、ただしOptional Itemであるため、派

遣の要否については別途検討する。）

（エ）セミナー講師（協力期間開始後約７から９か月後）

（オ）機材据え付け（人数、時期については別途検討する。）

（カ）電気製品試験（協力期間開始後約３か月後）

なお、上記（カ）の内容については、Ｃ／Ｐの技術レベル評価方法の確定、試験ニーズ

調査、機材据え付けへの助言などを中心とし、最終的には別途確認することとした。

（11）研修員受入れ

人数（毎年０～３人）、期間（最大２か月）などについて、長期調査の際の協議事項を再確

認した。また、98、99年度の研修員受入れ計画について、以下のとおり確認した。（各々優

先順位順）

ア 98年度

我が方より、98年度の場合、上記を上回る人数が場合によっては受入れ可能である旨

確認した。また、受入れ予定時期については、98年度第４四半期とした。

（ア）電気製品試験（部品試験） ２名

（イ）校正 １名

（ウ）プロジェクト運営 １名

イ 99年度

受入れ予定時期については、99年度第３・第４四半期とした。

（ア）電気製品試験 ２名

（イ）プロジェクト運営 １名

（12）機材供与

供与されるべき機材は、あくまでも技術移転のための機材であるとの原則など、長期調
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査の際の合意事項、及び本プロジェクトで使用する予定の機材リストについて再確認した

うえ、98、99年度の機材供与計画について、以下のとおり確認した。

ア 98年度

電気製品試験（Priority Item）に用いる機材

イ 99年度

必要に応じ、電気製品試験（Optional Item）に用いる機材

（13）フィリピン側の予算措置

フィリピン側の予算措置について、確認した。中堅技術者養成対策費、及びプロジェク

ト基盤整備費の適用についてＲ／Ｄに記載したが、実際の運用については別途協議する旨、

ミニッツに記載した。

（14）Ｃ／Ｐの配置

フィリピン側より、11名のＣ／Ｐが配置済（うち、試験スタッフは９名。長期調査時に

確認した試験スタッフ数は 10名であったが、１名は転職したとのこと。）であり、加えて15

名（試験スタッフ10名、支援スタッフ５名）を増員する予定である旨説明があった。増員さ

れる予定の試験スタッフ 10名については、既に予算化され、採用のための手続き中である

旨併せて説明があった。フィリピン側から、試験スタッフ採用候補者（採用者、内定者を含

む）のプロフィールについても説明があったが、大学などで電気関係を専攻してはいるもの

の、ほとんどの候補者は電気試験の経験がないとのことであった。

（15）既存サイトの賃借延長・拡張等

既存サイトについて、フィリピン側は、ＢＰＳ試験所の賃借契約の延長及び隣接するス

ペースの新規契約を行い、プロジェクト実施のために必要な建屋及び設備を提供し、さら

に、機材受入れのために必要な改修を、機材のサイト到着までに行う旨再確認した。レイ

アウトについては、長期調査の際確認したものから変更があったが、拡張面積（約300m2）に

ついては変更がない旨確認した。

賃借延長、及び隣接する拡張スペースの契約については、既に手続きに入っており、ま

た、既存スペースにおける必要な改修については、既に開始済で、99年２月に終了する予

定である旨、フィリピン側より説明があった。一方、スペース拡張工事はいまだ開始して

いないが、９月より入札準備に入り、同じく99年２月に終了する予定である旨、併せて説

明があった。
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（16）日本人専門家の執務室

日本人専門家の執務室は、フェーズ１プロジェクトと同じスペースを使う旨確認した。

固定電話回線の専門家執務室への配線について我が方より申し入れ、フィリピン側は対応

する旨約束した。

（17）業界団体との連携

今次調査団の派遣に併せ、フィリピン側により、業界団体関係者（Association of Home

Appliances Manufacturers：ＡＨＡＭ会長等）との面談がアレンジされ、移転された技術の

普及、さらに試験サンプルの提供を含めたプロジェクトに対する協力について口頭で確認

するとともに、文書でも業界団体などによるコミットメント・レターを準備する旨確認し

た。なお、ＡＨＡＭ会長は、今次調査団の署名式にも出席した。

（18）プロジェクトの実施、及びモニタリングのためのフォーマット

下記のフォーマットのドラフトを確認すると同時に、協力期間開始３か月後をめどに完

成させることとした。

ア 電気・電子製品の製造業者・商社のリスト

イ プロジェクトの成果をフィリピン国レベルで普及するために、ＢＰＳＴＣと共同歩調

をとる（産官学の）研究機関リスト

ウ Ｃ／Ｐの技術力モニターシート

エ ＢＰＳＴＣが技術サービスを提供する企業の技術力モニターシート

３－１－３　留意事項

（1）フィリピン国政府財政難のプロジェクトへの影響

フィリピン国政府は、通貨危機の影響から、財政難に苦慮しており、98年初以来、予算

を25％削減（節約）するよう政府関係機関に通達している。また、政府機関の輸入品に係る

税金（輸入税・付加価値税）に対する補助金も98年度予算では停止している状況である。本

件はフィリピン国関係機関によるＯＤＡプロジェクトの実施にも関係が深く、本件協力に

対しても影響が懸念されていた。国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）表敬の際にも、本問題に関し

十分実施機関と協議するよう、調査団に対して依頼があり、これをも踏まえ、本問題に関

しては、時間をさいてフィリピン側と協議を行った。

その結果、ＢＰＳ局長からは、フィリピン財政当局からの情報であるとして、上記税金

への補助金がフィリピン99年度予算から再適用される旨、内閣決定（８月11日付）され、さ

らに９月に国会で審議されるとの説明があった。
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本問題に関しては、このように、フィリピン側より一応の説明は得たが、フィリピン国

政府の財政問題に関しては今後とも困難な状況が継続するものと思われ、本件協力に対す

る影響が今後とも生じうるものと予測されることから、一層の注視が必要なものと思料さ

れる。

なお、今次協議の当初、フィリピン側より、ローカルコスト支援の一環として試験所サ

イト拡張費用の一部を我が方に負担して欲しい旨、要請があったが、最終的にはＢＰＳ局

長によるフィリピン側内部の調整により、ＤＴＩ本省よりＢＰＳが財政的な支援を得る形

で対応することとなった旨説明があった。

（2）Ｃ／Ｐの技術レベルと技術移転の方法

今次協力に伴い、フィリピン側によりＣ／Ｐの増員が図られており、今次調査では 15名

の増員がＢＰＳの申請どおり予算化され、広告により採用募集を行い、一部は採用が内定

しているとの説明を受けた。これに沿って、予算化された増員スタッフがすべて実際に採

用されれば、26名、試験スタッフだけでも 19名のＣ／Ｐが配置されることになる。

他方、当該分野に関するＢＰＳの試験実績は、アイロン試験が97年に開始され、98年に

は民間企業からの申請に基づきこれまで 33件を実施している以外は、ほかの一部製品の試

験を実施しているにとどまっており、まだ緒についたばかりの状況といえる。フェーズ１

協力で実施した部品（電線・照明器具・配線器具）試験と比較し、今次協力で対象とする電

気・電子製品試験は高度な知識と経験を必要とするため、Ｃ／Ｐのグループ化などの技術

移転の方法をとる旨、再確認している。

新規Ｃ／Ｐの採用に関しては、フィリピン側の本件協力に関する高い意欲が感じられる

ものの、Ｃ／Ｐのレベル、更に長期専門家の人員に比して多くのＣ／Ｐ（約20名の試験ス

タッフ）が配置されるので、専門家に過大な負荷がかかることが懸念されることから、今次

調査では上述のとおり DirectＣ／Ｐ、IndirectＣ／Ｐのデマケを導入し効率的な技術移転

について配慮したところである。しかし、今次調査では特に採用活動中の新規Ｃ／Ｐの技

術レベルについては調査できなかったこともあり、これら新規Ｃ／Ｐのレベルの把握を今

後おこなったうえで、効率的、かつ最も効果を生む方法で技術移転を実施できるよう、今

後とも配慮・検討する必要があるものと思料される。

（3）供与機材調達の促進について

上述のとおり、今次調査では、協力期間開始時期を 99年４月１日とし、今次のＲ／Ｄ署

名後速やかに供与機材調達を開始して、99年８月頃にはサイトで使用可能な状態になると

のスケジュールを設定した。



- 29 -

今後本格的な機材調達準備作業を開始するが、相当の納期を要する機材もあることから、

従来どおり、公平性・透明性といった観点も考慮しつつ、可能な限り迅速な調達手続きが

進められるよう、一層の配慮をする必要がある。また、フィリピン事務所とも連携し、現

地調達の適用についても検討をすすめる必要がある。

（4）現地におけるモニタリングの重要性

本件協力に際しては、協力実施中にＣ／Ｐのグループ化や、Optional Itemの実施の可

否に関する判断を行う必要がある。

これを踏まえ、今次調査では、プロジェクトのモニタリングのためのフォーマットを協

力期間開始後３か月後をめどとして確定し、さらに協力期間開始後６か月後をめどとして

ＰＤＭを確定するなど、モニタリングに関連したプロジェクト活動のスケジュールについ

て調査団・フィリピン側双方で合意した。これをもとに、協力期間中３か月ごとに技術移

転の達成度についてモニタリングすることとした。

上記のモニタリング関連のプロジェクト活動は、いずれも専門家チーム及びＣ／Ｐを中

心として実施される予定であり、協力期間中に３か月に一度実施するなど、頻度も高いこ

とから、本案件においては、プロジェクトの合同調整委員会がイニシャティヴを取る形で

の案件管理の現地化を一層促進する必要があるものと思料される。

（5）日本サイドにおける支援体制

本件協力に際しては、専門家のリクルートがほかの分野よりも比して困難であること、

また、タイムリーな機材調達が必要であることがあげられる。さらに、上記４（４）におけ

る現地でのモニタリングに対し、ＪＩＣＡ本部、国内委員会事務局なども適宜、協力の進

捗状況を把握し、的確な投入や支援を行えるよう、現地・日本サイドが一体となったプロ

ジェクトのモニタリング体制を構築する必要がある。

このため、関係省庁、ＪＩＣＡ、国内委員会事務局などによる国内体制の整備をさらに

確立するとともに、特に国内委員会が、技術面、投入面（専門家派遣、研修員受入れ、機材

供与）などにおいて適切なアドヴァイザー機能を発揮できるよう、一層の配慮をする必要が

あるものと思料される。

上記にかんがみ、本件協力に関する関係各位の一層のご理解とご支援をお願いする次第

である。
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３－２　Ｃ／Ｐインタビュー結果概要

（1）インタビューは現在ＢＰＳ試験所に在籍中のＣ／Ｐ候補者８名（１名については、欠勤中で

実施できなかった）に対して実施した。新規採用のＣ／Ｐについてはリクルート中のため面談

はできなかった。

（2）同僚間でお互いに試験技術を教え合うベースがあるか疑問であったが、現在、月に２回程

度全員で業務に関してディスカッションしているとのことで、Ｃ／Ｐを Direct Ｃ／Ｐと

IndirectＣ／Ｐに分けて試験技術の移転を実施していくという方法が可能であるものと思料

される。

（3）各Ｃ／Ｐへの技術移転のインタビュー結果は以下のとおりである。
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氏名　　 Jerry T. Sayson Ramil R. Jurado Wilfredo R. Rivera Fernando P. Garrido III

（年齢）

　　項目 （29） （30） （26） （26）

現在の担当業務

Phase 1 プロジェクト中
に受けたトレーニング

IEC 335-1の理解度

IEC 65の理解度

日常業務として使用して
いる試験規格

上記以外に試験業務とし
てこなせる試験規格

Phase 2 Projectに対す
る要望事項

インタビューによる人物
評

家電製品の試験
計測器管理
Panopio 所長の補佐的存
在
配線器具試験
アイロン試験

よく読み理解しているつ
もりであるが、項目に
よっては更に勉強と試験
の経験が必要

あまり理解できていない

IEC 335-2-3
＊ IEC 335-2-6
＊ IEC 335-2-24
ただし＊の規格は試しに
使っている。
IEC 335-1 Clause 1材料
試験

IEC 335-2-9
PNS 14
PNS 42
PNS 57
PNS 77
PNS 80
UL 498
UL 817

製品組込み部品の試験研
修も加えて欲しい

パノピオ所長を補佐し良
く業務をこなしていて好
人物である。
トレーニングによりどん
どん伸びる可能性を秘め
ている。

家電製品の試験
配線器具の試験

配線器具試験
電線・ケーブル試験
アイロン試験
Phase 1 Projectの短期
専門家から教えられ理解
しているが、Class II、
III 製品の構造試験のよ
うに更に勉強が必要なも
のもある。
IEC 335に共通の試験が
分かる程度である。
IEC 335-2-3
＊ IEC 335-2-24
（＊は試しに使用）
PNS 13
PNS 56
PNS 57
PNS 117
PNS 519
UL 498
UL 817
ほかに要求される試験を
柔軟にこなしている。
IEC 335-2-24
PNS 35
PNS 42
PNS 80
PNS 163

電熱器具、電動機
応用製品及び電子機器す
べてを習いたい。

意欲的に要望される製品
の試験をこなしている。
業務内容を広げたい意欲
が十分ある。

電気計測器及び温度計測
器の校正

配線器具試験
電線・ケーブル試験

理解なし

理解なし

Calibrationに関する規
格

PNS 14
PNS 35
PNS 43
PNS 75
PNS 106～ 110
PNS 163
PNS 260
PNS 1088
そのほか電線・配線器具
関係のUL、NSI、ASTMな
ど多数
Phase 2 Projectに関す
る試験設備の校正方法を
習いたい
校正業務以外の業務もこ
なせるようになりたい

校正業務は任されており
自信を持って仕事を良く
こなしている。

ランプ試験
（前には配線器具試験を
やっていた。）

ランプ試験
配線器具試験
電線・ケーブル試験
現在の試験業務に共通す
る所もあり、部分的には
参照して使っている。

同上

IEC 81
IEC 920/921
PNS 38
PNS 42
PNS 45
PNS 80
PNS 135
PNS 603
PNS 1328

PNS 35
PNS 57
PNS 118（JIS 8308）
PNS 163（UL 817）
UL 498（JIS 8303）

国内では専門家のトレー
ニングを、海外では電子
機器の研修を最低２か月
半グループもしくは２乃
至３人のトレーニングを
希望
その他日本語教育
非常に明るい性格
日本語に興味を持ってい
る。
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氏名　　 Ariel R. Garcia Dax Julius A. Jay V. Illescas Johann R. Borabon

（年齢） Velmonte

　　項目 （26） （23） （23） （26）

現在の担当業務

Phase 1 プロジェクト中
に受けたトレーニング

IEC 335-1の理解度

IEC 65の理解度

日常業務として使用して
いる試験規格

上記以外に試験業務とし
てこなせる試験規格

Phase 2 Projectに対す
る要望事項

インタビューによる人物
評

配線器具の試験

配線器具試験
電線・ケーブル試験
アイロン試験
この規格を理解し、それ
を基に現在電気製品の試
験を実施している。
あまり理解できていない
所もあるが、ほかの規格
と同様なところは試験も
できる。
IEC 335-2-3
PNS 13
PNS 57
PNS 117
PNS 118（JIS 8308）
PNS 519
UL 498
UL 817

PNS 14
PNS 35
PNS 42
PNS 79
PNS 80
PNS 106
PNS 107
PNS 163

更にIEC規格の製品試験
研修
専門家による国内でのグ
ループトレーニングとト
レーニング期間の延長
試験設備充実

今は配線器具のみの試験
を担当しているが、アイ
ロン試験のトレーニング
を受けており、今後更に
伸びる可能性を秘めてい
る。

電線・ケーブルの試験

配線器具試験
電線・ケーブル試験

電気製品の安全規格であ
ることを理解しており一
部読んだことはある。
家電用電子機器の安全規
格であることを理解して
いる程度である。

PNS 35
PNS 43
PNS 106～ 110
PNS 163
PNS 260
PNS 1088
UL 62
他にASTM多数。

IEC 228
PNS 79
PNS 519
UL 498
UL 817

有能な専門家によるト
レーニングを受けたい。
洗濯機やTV、オーディオ
も習いたい。

入所後１年あまりである
が、業務内容を広げたい
意欲が十分ある。

配線器具の試験

ランプ試験
配線器具試験
電線・ケーブル試験
製品試験規格であり、一
部材料試験を実施したこ
とがある。
あまり理解していない。

PNS 13
PNS 56
PNS 57
PNS 117～ 119
PNS 163
PNS 519
UL 498
UL 817
JIS 8303
PNS 35
PNS 38
PNS 42
PNS 45
PNS 80
PNS 603

国内外において更にグ
ループトレーニングを受
けたい。

若くて意欲的な印象

電線・ケーブルの試験

ランプ試験（講義のみ）
配線器具試験
電線・ケーブル試験
異常試験の抵抗法やサー
モカップルによる温度試
験のみ使用している。
電子機器の試験はあまり
知識がない。

PNS 35
PNS 43
PNS 106～ 110
PNS 163
PNS 260
PNS 1088
UL 62
UL 1581
他 ANSI、ASTM多数
IEC 227
IEC 228
IEC 332
IEC 811
PNS 79
PNS 117
PNS 261
PNS 519
UL 498
UL 817
３年間電線の試験ばかり
をやっている。ほかのも
のに広げるため専門家の
製品試験のトレーニング
を受けたい。
現在企業に対してレク
チャーを実施することも
あり、トレーナー研修も
受けたい。
若くて意欲的な印象

１．インタビューは現在在籍中のＣ／Ｐに対して実施した。（このうち１名は欠勤中で実施することができなかった。）
２．新規採用のメンバーは現在リクルート中であり、Ｃ／Ｐインタビューは実施できなかった。
３．同僚間で互いに試験技術を教え合うベースがあるか疑問であったが、今でも月に２回ぐらい全員で業務に関してディスカッショ
ンをしているとのことで、DirectＣ／Ｐ、IndirectＣ／Ｐにクラス分して、試験技術の移転を実施していくと言う案が可能であ
ることが窺えた。



- 33 -

（注） IEC 227 ：450/750V以下の塩ビケーブル

IEC 228 ：絶縁ケーブルの導体

IEC 332 ：火に対するケーブル試験

IEC 335-2-3 ：アイロンの安全

IEC 335-2-6 ：調理用レンジ・オーブン

IEC 335-2-9 ：トースター・グリル・ロースター

IEC 335-2-24 ：冷蔵庫

IEC 811 ：ケーブル絶縁被覆の試験方法

PNS 13 ：カートリッジヒューズ

PNS 14 ：硬質PVCコンジット

PNS 35 ：PVC電線及びコード

PNS 38 ：白熱電球

PNS 42 ：蛍光灯ホルダー及びスターターホルダー

PNS 43 ：アルミニウム導体

PNS 45 ：蛍光燈スターター

PNS 56 ：ヒューズホルダー

PNS 57 ：スナップスイッチ

PNS 79 ：ビニル粘着テープ

PNS 80 ：エジソンスクリュー・ランプホルダー

PNS 106 ：エナメル・マグネットワイヤー

PNS 107 ：ポリウレタン・マグネットワイヤー

PNS 108 ：ポリエステル・マグネットワイヤー

PNS 109 ：ビニル・マグネットワイヤー

PNS 110 ：ポリエステルアミド・マグネットワイヤー

PNS 117 ：密閉型スイッチ

PNS 118 ：ナイフスイッチ

PNS 119 ：金属箱

PNS 163 ：塩ビフレキシブルコード

PNS 260 ：アニール銅線

PNS 261 ：車両用低圧ケーブル

PNS 519 ：プラスチックケース・サーキットブレーカー

PNS 603 ：セルフバラスト・蛍光燈

PNS 1088 ：銅及びアルミニウム線試験方法

UL 62 ：フレキシブルコード及び固定ワイヤー

UL 498 ：プラグ及びレセプタクル

UL 817 ：コードセット及び電源コード

UL 1581 ：電線・ケーブル・フレキシブルコード

JIS 8303 ：レセプタクル
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３－３　技術移転上の留意事項

（1）規格について

フィリピン国規格（ＰＮＳ）は、現在発展途上にある。ＩＥＣ規格は、欧州各国が中心とな

り生活習慣、環境などを考慮し、作成された規格である。通常、ＩＥＣ規格を採用する国は、

自国の諸問題や環境を考慮しデビェーションを付随し、国の規格としている。

しかしフィリピン国では、その規格にデビェーションをつけずに、原文のまま受入れてお

り、運用に問題が生じている。デビェーションをできる限りつけないというのがポリシーで

あると聞くが、近い将来必ずフィリピン国のデビェーションの必要性が発生してくると思わ

れる。

Ｃ／Ｐが将来ＰＮＳの改廃に携わった時に、フィリピン国の生活習慣、気候、環境、国民

性などをかんがみ、デビェーションを作成する能力をつちかい、発揮できるよう留意するべ

きである。

（2）機材

供与機材を管理するということに加えて、試験に用いる機材に対し、適切に、また継続し

て維持管理を行われることが求められる。適切な機材を使用することによってのみ、規格に

基づいた正しい評価をすることができる。可能ならば、機材の校正、点検、保守、使用方法、

選定方法などについて指導し、同時に、機材管理手順書なるものを確立するためにＣ／Ｐに

助言する必要もある。

また、将来、規格の改訂や電気・電子製品の技術進歩による構造変化に順応した機材の選

定・設計がＣ／Ｐの力で行えるように留意する必要があろう。

（3）思考力について

安全規格には、一般的なことしか記述されていない。したがって、電気・電子製品ごとに

規格の記述と製品を見比べ、Ｃ／Ｐが適切に規格の要求事項を製品に適用できるようしてい

かなければならない。そのためには、規格の読解力と製品についての知識を十分持つように

留意しなければならない。

また、複数のＣ／Ｐを対象とした時、当然のことながら十人十色の考え方が生まれる。し

かし、試験機関としては、規格の解釈・運用に統一した考え方を維持し続けなければならな

い。ゆえに、Ｃ／Ｐの自力で、規格解釈・運用集的なものを作成し、規格や製品の変化に応

じ、将来必要が生じた際に改編できるよう助言する必要があろう。また、同様に試験手順書

的なものをＣ／Ｐの力で、またＣ／Ｐの言葉で作成できるよう留意する必要があろう。



付　属　資　料

１　討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）

２　ミニッツ（Minutes of Discussions：Ｍ／Ｄ）

３　新聞記事（1999年３月 13日付 Manila Bulletin紙）










































































































































































































	表 紙
	序 文
	プロジェクト位置図
	写 真
	目 次
	第１章　実施協議調査団派遣概要  
	１－１ 実施協議調査団派遣の経緯と目的  
	１－２ 主要調査項目  
	１－３ 調査団の構成  
	１－４ 調査日程  
	１－５ 主要面談者リスト  

	第２章 調査協議結果
	第３章 調査団所見  
	３－１ 調査団総合所見  
	３－２ Ｃ／Ｐインタビュー結果概要  
	３－３ 技術移転上の留意事項  

	付属資料
	１ 討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）
	２ ミニッツ（Minutes of Discussions：Ｍ／Ｄ）
	３ 新聞記事（1999年３月13日付Manila Bulletin紙）


